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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 5,134 ― △51 ― 6 ― △79 ―
20年3月期第3四半期 4,573 △4.9 110 △61.3 147 △51.7 22 △80.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 △12.42 ―
20年3月期第3四半期 3.64 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 6,177 3,277 53.0 520.73
20年3月期 6,288 3,430 54.5 533.43

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  3,273百万円 20年3月期  3,430百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
21年3月期 ― 0.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 5.00 5.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,000 8.6 390 2.4 450 8.1 172 7.7 27.36

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績等は今後さまざまな要因により予想数値と異なる可能性
があります。なお、上記業績予想に関する事項は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  6,470,660株 20年3月期  6,470,660株
② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  184,163株 20年3月期  40,530株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  6,367,302株 20年3月期第3四半期  6,166,194株



当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機の深刻化や、株式・為替市場の大幅な変動の

影響により、景気は後退局面へ急速に転じてまいりました。地方経済におきましても、急激な円高の進行により輸出

が急減し、企業の生産活動や雇用情勢にも深刻な影響がおよび、疲弊感は高まっております。 

このような経営環境において、当社グループにおきましては、中小事業者の活性化支援を図るべく、中長期ビジョ

ン「サイネックス２.０」に基づき、50音別電話帳『テレパル５０』の広告募集や、地域情報サイト『ＣｉｔｙＤ

Ｏ！』、ヤフー株式会社の『Yahoo!ヘルスケア』等ウェブ商材の提案によるプロモーション支援を進める一方、『市

民便利帳』等地域行政情報誌の発行地区の拡大を進めた結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が51億34

百万円、営業損失が51百万円、経常利益が６百万円、四半期純損失が79百万円となりました。 

事業部門ごとの状況は次のとおりであります。  

①プリントメディア事業  

官民協働事業である『市民便利帳』等地域行政情報誌につきましては、当第３四半期連結会計期間において、新た

に静岡県静岡市、山口県下関市および大阪府茨木市など15の市や町と共同発行をおこなうとともに、50音別電話帳

『テレパル５０』につきましても、当社のウェブ商材とのメディアミックスによる効果を発揮すべくウェブ連動型地

域情報誌へとリニューアルを進め、中小事業者のプロモーション支援をおこなった結果、売上高は37億64百万円とな

りました。 

②ＩＴメディア事業  

地域情報ポータルサイト『ＣｉｔｙＤＯ！』のインターネット広告は、地図情報などのサービスを付加したバージ

ョンアップ商材を積極的に展開するとともに、ヤフー株式会社との販売提携商品として『Yahoo!BEAUTYサロン検索』

の取扱いを新たに開始し、また『Yahoo!ヘルスケア』や『Yahoo!クーポン』等の販売も積極的におこなったほか、当

第１四半期よりオーバーチュア株式会社の検索連動型広告の取扱を開始したこともあり、売上高は11億37百万円とな

りました。 

③その他の事業  

連結子会社株式会社サイネックス・ファイナンシャル・プラニング、株式会社ＦＰエージェントおよびフロンティ

ア・パートナーズ株式会社における保険販売による手数料収入は、積極的な拡販に努めた結果、２億32百万円となり

ました。 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、61億77百万円となり、前連結会計年度末比１億11百万円の減少と

なりました。その主な要因は、投資有価証券の減少額１億74百万円によるものであります。 

 なお、純資産は32億77百万円となり、自己資本比率は当四半期において1.5％低下し53.0％となりました。 

（キャッシュ・フローの状況） 

  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は12億60百万円となり、前連結会計年度末と比

較して２億百86万円の増加となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は１億８百万円の収入となりました。主なプラス要因は、前受金の増加額

２億59百万円、減価償却費１億18百万円、投資有価証券評価損56百万円、未払費用の増加35百万円、預り金の増加33

百万円等であり、主なマイナス要因は、法人税等の支払額１億95百万円、仕入債務の減少額55百万円、税金等調整前

四半期純損失50百万円、売上債権の増加額38百万円、賞与引当金の減少額36百万円、退職給与引当金の減少額18百万

円等によるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は２億45百万円の収入となりました。主なプラス要因は、定期預金の払戻

による収入６億５百万円、投資有価証券の償還による収入２億円等であり、主なマイナス要因は、定期預金の預入に

よる支出４億１百万円、投資有価証券の取得による支出１億円、無形固定資産の取得による支出56百万円等によるも

のです。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は67百万円の支出となりました。主な要因は、少数株主からの払込みによ

る収入４百万円、自己株式の取得による支出39百万円、配当金の支払額32百万円によるものであります。 

平成21年３月期通期の業績予想につきましては、当第３四半期連結会計期間末におきまして、受注残高が『市民便

利帳』等地域行政情報誌の受注拡大を受けて増加傾向にあり、期末にはそれらの売上計上が見込まれることから、現

時点において、平成20年５月15日に公表しました業績予想に変更はありません。  

定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

３．連結業績予想に関する定性的情報 



 該当事項はありません。 

  

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末において算定したものと著しい変動がないと

認められるため、前連結会計年度末において算定した貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

  

②棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。  

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

②通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5

日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法）により算定しております。これによる損益に与える影響はありません。 

  

  （４）追加情報  

 当社は平成20年度の法人税法改正を契機に有形固定資産の耐用年数を見直し、第１四半期連結会計期間より、

機械装置の耐用年数を変更しております。なお、この変更に伴う影響は軽微であります。  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,662,835 1,580,465

受取手形及び売掛金 344,251 305,630

商品 87,400 119,600

製品 126,425 123,721

原材料 24,596 20,896

仕掛品 126,586 86,900

その他 196,900 174,566

貸倒引当金 △57,681 △44,544

流動資産合計 2,511,314 2,367,238

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 530,761 554,260

機械装置及び運搬具（純額） 200,920 245,553

土地 770,184 770,184

その他（純額） 30,332 32,469

有形固定資産合計 1,532,198 1,602,467

無形固定資産   

その他 159,033 176,057

無形固定資産合計 159,033 176,057

投資その他の資産   

投資有価証券 525,901 700,216

その他 1,452,638 1,449,803

貸倒引当金 △3,611 △7,192

投資その他の資産合計 1,974,928 2,142,827

固定資産合計 3,666,160 3,921,353

資産合計 6,177,475 6,288,591



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 243,418 299,223

短期借入金 350,000 350,000

未払法人税等 16,575 181,185

賞与引当金 30,677 67,619

前受金 891,826 632,367

その他 288,198 231,826

流動負債合計 1,820,696 1,762,222

固定負債   

退職給付引当金 1,019,443 1,038,404

役員退職慰労引当金 58,555 56,006

その他 1,071 1,914

固定負債合計 1,079,070 1,096,324

負債合計 2,899,766 2,858,547

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 552,095 552,095

利益剰余金 2,035,337 2,146,564

自己株式 △51,442 △11,948

株主資本合計 3,285,990 3,436,711

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12,442 △6,666

評価・換算差額等合計 △12,442 △6,666

少数株主持分 4,160 －

純資産合計 3,277,708 3,430,044

負債純資産合計 6,177,475 6,288,591



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 5,134,721

売上原価 1,777,220

売上総利益 3,357,501

販売費及び一般管理費 3,408,660

営業損失（△） △51,159

営業外収益  

受取利息 10,784

受取家賃 21,502

補助金収入 27,219

その他 14,741

営業外収益合計 74,248

営業外費用  

支払利息 6,230

投資事業組合運用損 3,123

複合金融商品評価損 5,050

その他 1,956

営業外費用合計 16,360

経常利益 6,728

特別利益  

固定資産売却益 36

貸倒引当金戻入額 187

持分変動利益 953

特別利益合計 1,177

特別損失  

固定資産除却損 2,169

投資有価証券評価損 56,413

特別損失合計 58,582

税金等調整前四半期純損失（△） △50,676

法人税、住民税及び事業税 32,617

法人税等調整額 △5,330

法人税等合計 27,286

少数株主利益 1,113

四半期純損失（△） △79,076



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △50,676

減価償却費 118,379

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,556

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,961

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,549

賞与引当金の増減額（△は減少） △36,942

受取利息及び受取配当金 △13,877

支払利息 6,230

投資有価証券評価損益（△は益） 56,413

売上債権の増減額（△は増加） △38,621

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,219

仕入債務の増減額（△は減少） △55,805

前受金の増減額（△は減少） 259,459

その他 69,543

小計 292,028

利息及び配当金の受取額 14,384

利息の支払額 △6,855

法人税等の還付額 4,004

法人税等の支払額 △195,383

営業活動によるキャッシュ・フロー 108,178

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △401,000

定期預金の払戻による収入 605,000

投資有価証券の取得による支出 △100,000

投資有価証券の償還による収入 200,000

有形固定資産の取得による支出 △1,763

無形固定資産の取得による支出 △56,464

保険積立金の積立による支出 △3,689

その他 3,747

投資活動によるキャッシュ・フロー 245,829

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △39,493

少数株主からの払込みによる収入 4,000

配当金の支払額 △32,144

財務活動によるキャッシュ・フロー △67,638

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 286,369

現金及び現金同等物の期首残高 974,465

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,260,835



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

  



「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

  

科目 

前第3四半期連結累計期間  
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年12月31日） 

金額（千円） 

Ⅰ 売上高  4,573,585

Ⅱ 売上原価  1,474,274

売上総利益  3,099,310

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,988,912

営業利益  110,398

Ⅳ 営業外収益  49,721

Ⅴ 営業外費用  12,824

経常利益  147,295

Ⅵ 特別利益  43,628

Ⅶ 特別損失  55,095

税金等調整前四半期純利益  135,828

法人税、住民税及び事業税  74,189

法人税等調整額   43,534

少数株主損失  4,368

四半期純利益  22,473



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前第3四半期連結累計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年12月31日） 

区分 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税金等調整前四半期純利益  135,828

減価償却費  130,896

持分法による投資損失   21,454

貸倒引当金の増加額  3,599

退職給付引当金の減少額  △50,834

役員退職慰労金引当金の増
加額 

 1,332

賞与引当金の減少額  △43,918

受取利息及び受取配当金  △15,351

支払利息  5,241

投資有価証券売却益  △26,508

投資有価証券評価損  31,746

固定資産除却損  379

減損損失  6,883

売上債権の減少額  19,048

たな卸資産の増加額  △235,987

仕入債務の増加額  237,170

前受金の増加額  300,439

預託金返還益     △17,000

その他  46,504

小計  550,925

利息及び配当金の受収額  17,175

利息の支払額  △6,079

法人税等の還付額  402

法人税等の支払額  △125,318

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 437,104



  

  
前第3四半期連結累計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年12月31日） 

区分 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

定期預金の預入による支出  △419,000

定期預金の払戻による収入  545,000

投資有価証券の売却による
収入 

 40,214

関係会社株式の取得による
支出 

 △13,500

関係会社株式の売却による
収入 

 1,680

有形固定資産の取得による
支出 

 △21,619

有形固定資産の売却による
収入 

 892

無形固定資産の取得による
支出 

 △47,852

貸付による支出  △11,707

貸付金の回収による収入  520

保険積立金の拠出による支
出 

 △8,368

預託金の返還による収入  21,600

連結範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による支出 

 △1,618

その他  △364

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 85,876

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

自己株式の取得による支出  △17,655

自己株式の処分による収入  107,400

配当金の支払額  △30,535

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 59,198

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額 

 582,180

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 759,439

Ⅵ 現金及び現金同等物の四半
期末残高 

 1,341,620
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